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議第２号 

 

瑞浪市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例

の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一

部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例 

の一部を改正する条例 

瑞浪市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭

和４２年条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

 第５条に次の１号を加える。 

 （５） 給料を支給される職員 法第２条第４項に規定する平均給与額の 

例により実施機関が市長と協議して定める額 

 第７条中「通勤により負傷し若しくは」を「通勤により負傷し、若しくは」 

に改める。 

 第１５条中「職員の公務上」を「職員が公務上」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第５条の改正規定は令和

２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の瑞浪市議会の議員その他非常勤の職員の公務災

害補償等に関する条例第５条の規定は、令和２年４月１日以後に発生した

事故に起因する、公務上の災害又は通勤による災害に係る補償について適
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用する。 
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議第３号 

 

瑞浪市議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

 

瑞浪市議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例の一部を改正する条

例を次のように制定するものとする。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例の一部を改正す 

る条例 

瑞浪市議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例（昭和５５年条例第

３号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「議長、副議長及び議員」を「議長、副議長、議会運営委員会の

委員長、常任委員会の委員長及び議員（以下「議長等」という。）」に改め

る。 

 第２条から第５条までの規定中「議長、副議長及び議員」を「議長等」に

改める。 

 別表を次のように改める。 

別表（第２条・第４条関係） 

区分 議員報酬月額 費用弁償 

議長 ４３０，０００円 瑞浪市職員の旅費に

関する条例（昭和２

９年条例第１９号）

に規定する額 

副議長 ４００，０００円 

議会運営委員会の委員長 

常任委員会の委員長 

３８５，０００円 

 

議員 ３７５，０００円 

附 則 
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 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

-4-



議第４号 

 

瑞浪市印鑑条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 瑞浪市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

                                   

  令和２年２月２７日 提出 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市印鑑条例の一部を改正する条例 

 瑞浪市印鑑条例（昭和５２年条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第２項第２号を次のように改める。 

（２） 意思能力を有しない者（前号に掲げる者を除く。） 

 第５条第３項を次のように改める。 

３ 市長は、前項第１号及び第２号の規定にかかわらず、外国人住民（法第

３０条の４５に規定する外国人住民をいう。以下同じ。）のうち非漢字圏

の外国人住民が住民票の備考欄に記載（法第６条第３項の規定により磁気

ディスク（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくこと

ができる物を含む。以下同じ。）をもって調製する住民票にあっては、記

録。以下同じ。）がされている氏名の片仮名表記又はその一部を組合わせ

たもので表されている印鑑により登録を受けようとする場合には、当該印

鑑を登録することができる。 

第６条第１項第３号を次のように改める。 

（３） 氏名（氏に変更があった者に係る住民票に旧氏の記載がされてい

る場合にあっては氏名及び当該旧氏、外国人住民に係る住民票に通称の

記載がされている場合にあっては氏名及び当該通称） 

第６条第１項第６号中「記録されている」を「記載がされている」に改め

る。 

附 則 
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この条例は、公布の日から施行する。 
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議第５号 

 

瑞浪市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市手数料条例の一部を改正する条例 

瑞浪市手数料条例（平成１２年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

別表４の部中３の項を４の項とし、同項の次に次のように加える。 

５ 法第２１条の３第１項、第３

項又は第４項の規定による戸籍

の附票の除票の写しの交付 

戸籍附票の除票

写し交付手数料 

１通につき 

３００円 

別表４の部２の項の次に次のように加える。 

３ 法第１５条の４第１項、第３

項、第４項又は第５項において

準用する第１２条の３第８項の

規定に基づく除票の写し又は除

票記載事項証明書の交付 

除票写し又は除

票記載事項証明

書交付手数料 

１通につき 

３００円 

別表５の部１の項を削り、２の項を１の項とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表５の部の改正規定は、

公布の日又は情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の

向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情

報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第

１６号）附則第１条第６号に掲げる規定の施行の日のいずれか遅い日から施

行する。 
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議第６号 

 

瑞浪市保育の必要性の認定に関する条例の一部を改正する条例の制定

について 

 

瑞浪市保育の必要性の認定に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定するものとする。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

  

    

瑞浪市保育の必要性の認定に関する条例の一部を改正する条例 

瑞浪市保育の必要性の認定に関する条例（平成２６年条例第２９号）の一

部を次のように改正する。 

 第５条第４号中「府令第１条第８号」を「府令第１条の５第８号」に改め、

同条第９号を次のように改める。 

（９） その他市長が認める状態にあること。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議第７号 

 

瑞浪市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

  

    

瑞浪市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例 

瑞浪市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例（平成２６年条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

第２条第９号中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改め、同条第１

０号中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第

１１号中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、同条

中第２２号を第２８号とし、第１７号から第２１号までを６号ずつ繰り下げ、

同条第１６号中「第４項の規定」を「第４項」に、「市町村が支払う特定教

育・保育又は特定地域型保育」を「市町村（特別区を含む。以下同じ。）が

支払う特定教育・保育（特別利用保育及び特別利用教育を含む。次条第１項

及び第２項において同じ。）又は特定地域型保育（特別利用地域型保育及び

特定利用地域型保育を含む。次条第１項及び第２項において同じ。）」に、

「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同号を同条第

２２号とし、同条中第１５号を第２１号とし、第１４号を第２０号とし、同

条第１３号中「支給認定の有効期間」を「教育・保育給付認定の有効期間」

に改め、同号を同条第１８号とし、同号の次に次の１号を加える。 

（１９） 教育・保育 法第７条第１０項第５号に規定する教育・保育を
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いう。 

第２条中第１２号を第１７号とし、第１１号の次に次の５号を加える。 

（１２） 満３歳以上教育・保育給付認定子ども 子ども・子育て支援法

施行令（平成２６年政令第２１３号。以下「令」という。）第４条第１

項に規定する満３歳以上教育・保育給付認定子どもをいう。 

 （１３） 特定満３歳以上保育認定子ども 令第４条第１項第２号に規定

する特定満３歳以上保育認定子どもをいう。 

 （１４） 満３歳未満保育認定子ども 令第４条第２項に規定する満３歳

未満保育認定子どもをいう。 

 （１５） 市町村民税所得割合算額 令第４条第２項第２号に規定する市

町村民税所得割合算額をいう。 

（１６） 負担額算定基準子ども 令第１３条第２項に規定する負担額算

定基準子どもをいう。 

 第３条第１項中「良質かつ適切な」を「良質かつ適切であり、かつ、子ど

もの保護者の経済的負担の軽減について適切に配慮された」に改める。 

 第５条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、

「勤務体制」を「勤務の体制」に、「利用者負担」を「第１３条の規定によ

り支払を受ける費用に関する事項」に改める。 

 第６条の見出し中「利用申込みに対する」を削り、同条第１項中「支給認

定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第２項中「の数」

を削り、「法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

支給認定子ども」を「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども」に、「当該特定教育・保育施設の法第１９条第１項第１

号に掲げる」を「当該特定教育・保育施設の同号に掲げる」に改め、「（第

４項において「選考方法」という。）」を削り、同条第３項中「の数」を削

り、「利用している法第１９条第１項第２号又は第３号」を「利用している

同項第２号又は第３号」に、「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子 

ども」に、「当該特定教育・保育施設の法第１９条第１項第２号又は第３号」 

を「当該特定教育・保育施設の同項第２号又は第３号」に、「法第２０条第

４項の規定による認定」を「教育・保育給付認定」に、「利用できるよう」

を「利用することができるよう」に改め、同条第４項中「前２項の特定教育 
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・保育施設は」を「前２項に規定する場合においては、特定教育・保育施設

は」に、「選考方法」を「これらの規定に規定する選考の方法」に、「支給

認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「選考を行わなければな

らない。」を「当該選考を行わなければならない。」に改め、同条第５項中

「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に、「適切な特定教育 

・保育施設」を「速やかに、適切な特定教育・保育施設」に、「措置を速や

かに」を「措置を」に改める。 

第７条第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改

める。 

第８条中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「に規

定する」を「の規定による」に、「支給認定の有無、支給認定子ども」を「

教育・保育給付認定の有無、教育・保育給付認定子ども」に、「支給認定の

有効期間」を「教育・保育給付認定の有効期間」に改め、「保育必要量」の

次に「（法第２０条第３項に規定する保育必要量をいう。）」を加える。 

第９条の見出し中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改め、同条第

１項中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に、「当該申請」を「教育・

保育給付認定の申請」に改め、同条第２項中「支給認定の変更」を「教育・

保育給付認定の変更」に、「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護

者」に、「支給認定の有効期間」を「教育・保育給付認定の有効期間」に改

め、同項ただし書中「場合には、この限りではない」を「場合は、この限り

でない」に改める。 

第１０条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に、「利

用状況等」を「利用の状況等」に改める。 

第１１条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。 

第１３条第１項中「（特別利用保育及び特別利用教育を含む。以下この条

及び次条において同じ。）」を削り、「支給認定保護者」を「教育・保育給

付認定保護者（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者

に限る。）」に、「法第２７条第３項第２号に掲げる額（当該特定教育・保

育施設が特別利用保育を提供する場合にあっては法第２８条第２項第２号に

規定する市町村が定める額とし、特別利用教育を提供する場合にあっては法

第２８条第２項第３号に規定する市町村が定める額とする。）」を「満３歳
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未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者についての法第２７条

第３項第２号に掲げる額」に改め、同条第２項中「支給認定保護者」を「教

育・保育給付認定保護者」に、「規定する額（その額が現に当該特定教育・

保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特定教育・保育に要した費

用の額）をいい、当該特定教育・保育施設が特別利用保育を提供する場合に

あっては法第２８条第２項第２号に規定する内閣総理大臣が定める基準によ

り算定した費用の額（その額が現に当該特別利用保育に要した費用の額を超

えるときは、当該現に特別利用保育に要した費用の額）を、特別利用教育を

提供する場合にあっては法第２８条第２項第３号に規定する内閣総理大臣が

定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特別利用教育に要し

た費用の額を超えるときは、当該現に特別利用教育に要した費用の額）」を

「掲げる額」に改め、同条第３項中「前２項の」の次に「規定により」を加

え、「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第４

項中「前３項の」の次に「規定により」を加え、「の各号」を削り、「支給

認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同項第３号を次のよ

うに改める。 

（３） 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用 

  ア 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子ど

ものうち、その教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育給付認

定保護者と同一の世帯に属する者に係る市町村民税所得割合算額がそ

れぞれ（ア）又は（イ）に定める金額未満であるものに対する副食の

提供 

（ア） 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども ７７，１０１円 

（イ） 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを

除く。イ（イ）において同じ。） ５７，７００円（令第４条第２

項第６号に規定する特定教育・保育給付認定保護者にあっては、７

７，１０１円） 

イ 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子ど

ものうち、負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子ども（
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小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部の第１学 

年から第３学年までに在籍する子どもをいう。以下イにおいて同じ。） 

が同一の世帯に３人以上いる場合にそれぞれ（ア）又は（イ）に定め 

る者に該当するものに対する副食の提供（アに該当するものを除く。） 

（ア） 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども又は小学校

第３学年修了前子ども（そのうち最年長者及び２番目の年長者であ

る者を除く。）である者 

（イ） 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども（そのうち

最年長者及び２番目の年長者である者を除く。）である者 

ウ 満３歳未満保育認定子どもに対する食事の提供 

 第１３条第４項第５号中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護

者」に改め、同条第５項中「当該費用に係る領収証を」を削り、「支給認定

保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、「に対し」の次に「、当

該費用に係る領収証を」を加え、同条第６項中「第３項及び第４項の」の次

に「規定による」を加え、「支給認定保護者に金銭」を「教育・保育給付認

定保護者に当該金銭」に、「よって」を「より」に、「支給認定保護者に対

して」を「当該教育・保育給付認定保護者に対して」に改め、同項ただし書

中「第４項」を「同項」に改める。 

 第１４条第１項中「法第２８条第１項に規定する特例施設型給付費を含む。

以下この項において同じ。」を「法第２７条第１項に規定する施設型給付費

をいう。以下同じ。」に、「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護

者」に改め、同条第２項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護

者」に改める。 

 第１６条第２項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に

改め、「常にその」の次に「提供する特定教育・保育の質の」を加える。 

 第１７条中「常に支給認定子ども」を「常に教育・保育給付認定子ども」

に、「支給認定子ども又はその保護者」を「当該教育・保育給付認定子ども

又は当該教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者」に改

める。 
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 第１８条中「ときに支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に、

「当該支給認定子どもの保護者」を「、当該教育・保育給付認定子どもに係

る教育・保育給付認定保護者」に改める。 

 第１９条の見出し中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」

に、「市」を「市町村」に改め、同条中「支給認定子どもの保護者」を「教

育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者」に、「その旨を

市」を「その旨を当該施設型給付費の支給に係る市町村」に改める。 

 第２０条中「の各号」を削り、同条第５号中「支給認定保護者から受領す

る利用者負担その他の」を「第１３条の規定により教育・保育給付認定保護

者から支払を受ける」に改める。 

 第２１条第１項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に

改め、同条第２項中「よって」を「より」に改め、同項ただし書中「支給認

定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。 

第２４条見出し中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に

改め、同条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に、「よ

って」を「より」に改める。 

第２５条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。 

第２６条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に、「採

る」を「とる」に改める。 

 第２７条第１項及び第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定

子ども」に改め、同条第３項中「、支給認定子どもに関する」を「教育・保

育給付認定子どもに関する」に、「当該支給認定子どもの保護者」を「、当

該教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者」に改める。 

 第２８条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に

改める。 

 第３０条第１項中「支給認定子ども又は支給認定保護者その他の当該支給

認定子どもの家族」を「教育・保育給付認定子ども又は教育・保育給付認定

保護者その他の当該教育・保育給付認定子どもの家族」に、「支給認定子ど

も等」を「教育・保育給付認定子ども等」に改め、同条第３項及び第４項中

「支給認定子ども等」を「教育・保育給付認定子ども等」に改める。 

 第３２条第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に
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改め、同条第４項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に、

「損害賠償を速やかに行わなければならない。」を「速やかに、その損害を

賠償しなければならない。」に改める。 

第３４条第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に

改め、「の各号」を削り、同項第２号中「に規定する提供した特定教育・保

育に係る必要な事項の提供」を「の規定による特定教育・保育」に改め、同

項第３号中「に規定する市」を「の規定による市町村」に改める。 

第３５条第１項中「保育所に限る。」の次に「以下」を加え、「支給認定

子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、同条第２項中「支給認定

子どもの数」を「教育・保育給付認定子ども」に、「利用している法第１９

条第１項第２号」を「利用している同項第２号」に、「支給認定子どもの総

数」を「教育・保育給付認定子どもの総数」に、「利用定員の数」を「利用

定員の総数」に改め、同条第３項中「を含むものとして、本章」を「を、施

設型給付費には特例施設型給付費（法第２８条第１項の特例施設型給付費を

いう。次条第３項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、前節」に、

「「法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認

定子ども」とあるのは「法第１９条第１項第１号又は第２号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する支給認定子ども」と、「法第１９条第１項第１号に

掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」とあるのは「法第

１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総

数」」を「「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども」とあるのは「同号又は同項第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども」と、第１３条第２項中「法第２７条第

３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項第２号の内閣総理大

臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ（ア）中

「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特

別利用保育を受ける者を除く。）」と、同号イ（イ）中「教育・保育給付認

定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける

者を含む。）」」に改める。 

 第３６条第１項中「次項」を「以下この条」に、「法第１９条第１項第２

号」を「、法第１９条第１項第２号」に、「支給認定子ども」を「教育・保
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育給付認定子ども」に改め、同条第２項中「支給認定子どもの数」を「教育 

・保育給付認定子ども」に、「利用している法第１９条第１項第１号」を「 

利用している同項第１号」に、「支給認定子どもの総数」を「教育・保育給

付認定子どもの総数」に、「利用定員の数」を「利用定員の総数」に改め、

同条第３項を次のように改める。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用教育を提供する場

合には、特定教育・保育には特別利用教育を、施設型給付費には特例施設

型給付費を、それぞれ含むものとして、前節（第６条第３項及び第７条第

２項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第６条第２項中「 

利用の申込みに係る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども」 

とあるのは「利用の申込みに係る法第１９条第１項第２号に掲げる小学校

就学前子ども」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども」とあるのは「同項第１号又は第２号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」と、「の同号」とあ

るのは「の同項第１号」と、第１３条第２項中「法第２７条第３項第１号

に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項第３号の内閣総理大臣が定め

る基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ（ア）中「教育

・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利

用教育を受ける者を含む。）」と、同号イ（イ）中「教育・保育給付認定

子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受ける

者を除く。）」とする。 

第３７条第１項中「のうち、家庭的保育事業にあっては、その」を「（事

業所内保育事業を除く。）の」に、「の数を１人以上５人以下」を「の数は、

家庭的保育事業にあっては、１人以上５人以下」に、「第２８条に規定する

小規模保育事業Ａ型をいう。」を「第２７条に規定する小規模保育事業Ａ型

をいう。第４２条第３項第１号において同じ。」に、「（同条例第３１条に

規定する小規模保育事業Ｂ型をいう。）にあっては、その利用定員の数を６

人以上１９人以下、小規模保育事業Ｃ型（同条例第３３条に規定する小規模

保育事業Ｃ型をいう。附則第６項において同じ。）にあっては、その利用定

員の数を６人以上１０人以下、居宅訪問型保育事業にあっては、その利用定

員の数を１人」を「（同条例第２７条に規定する小規模保育事業Ｂ型をいう。
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第４２条第３項第１号において同じ。）にあっては、６人以上１９人以下、

小規模保育事業Ｃ型（同条例第２７条に規定する小規模保育事業Ｃ型をいう。

附則第４項において同じ。）にあっては、６人以上１０人以下、居宅訪問型

保育事業にあっては、１人」に改める。 

第３８条第１項中「運営規程」を「事業の運営についての重要事項に関す

る規程」に、「第４２条」を「第４２条第１項」に、「連携施設の種類名称、

連携協力の概要」を「連携施設の種類及び名称、当該連携施設が行う連携協

力の概要」に、「勤務体制、利用者負担」を「勤務の体制、第４３条の規定

により支払を受ける費用に関する事項」に改める。 

 第３９条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に

改め、同条第２項中「小学校就学前子どもの数及び」の次に「当該」を加え、

「法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定

子ども」を「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを

除く。以下この章において同じ。）」に、「当該特定地域型保育事業所の法

第１９条第１項第３号」を「当該特定地域型保育事業所の同号」に、「法第

２０条第４項の規定による認定」を「教育・保育給付認定」に、「支給認定

子どもが」を「満３歳未満保育認定子どもが」に改め、同条第３項中「前項

の特定地域型保育事業者は、前項の選考方法」を「前項に規定する場合にお

いては、特定地域型保育事業者は、同項の選考の方法」に、「支給認定保護 

者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「選考を行わなければならない。」 

を「当該選考を行わなければならない。」に改め、同条第４項中「支給認定

子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に、「、連携施設」を「、速やか

に、第４２条第１項に規定する連携施設」に、「適切な措置を速やかに」を

「適切な措置」に改める。 

 第４０条第２項中「法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に、「特定地

域型保育事業」を「当該特定地域型保育事業」に改める。 

 第４１条中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に、「利

用状況等」を「利用の状況等」に改める。 

 第４２条第１項中「この項」の次に「から第５項まで」を加え、同項第１

号中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改め、同項第２

-17-



号中「特定教育・保育をいう。」の次に「以下この条において同じ。」を加

え、同項第３号中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に、

「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第４項中

「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改め、同項を同条第

９項とし、同条第３項中「を行う者であって、第３７条第２項の規定により

定める利用定員が２０人以上のもの」を「（第３７条第２項の規定により定

める利用定員が２０人以上のものに限る。次項において「保育所型事業所内

保育事業」という。）を行う者」に、「第１項第１号」を「同項第１号」に

改め、同項を同条第７項とし、同項の次に次の１項を加える。 

８ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、児童福祉法第６条の３第１

２項第２号に規定する事業を行うものであって、市長が適当と認めるもの

（附則第５項において「特例保育所型事業所内保育事業者」という。）に

ついては、第１項本文の規定にかかわらず、連携施設の確保をしないこと

ができる。 

 第４２条第２項中「、前項本文の規定にかかわらず」を削り、「幼児の障

害」を「幼児の障がい」に、「受けられるよう」を「受けることができるよ

う」に改め、同項を同条第６項とし、同条第１項の次に次の４項を加える。 

２ 市長は、特定地域型保育事業者による代替保育の提供に係る連携施設の

確保が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の

全てを満たすと認めるときは、前項第２号の規定を適用しないこととする

ことができる。 

（１） 特定地域型保育事業者と前項第２号に掲げる事項に係る連携協力

を行う者との間でそれぞれの役割の分担及び責任の所在が明確化されて

いること。 

（２） 前項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者の本来の業務の

遂行に支障が生じないようにするための措置が講じられていること。 

３ 前項の場合において、特定地域型保育事業者は、次の各号に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事項

に係る連携協力を行う者として適切に確保しなければならない。 

（１） 当該特定地域型保育事業者が特定地域型保育事業を行う場所又は

事業所（次号において「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業
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所において代替保育が提供される場合 小規模保育事業Ａ型若しくは小

規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（次号において「小規

模保育事業Ａ型事業者等」という。） 

（２） 事業実施場所において代替保育が提供されている場合 事業の規

模等を勘案して小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市

が認める者 

４ 市長は、特定地域型保育事業者による第１項第３号に掲げる事項に係る

連携施設の確保が著しく困難であると認めるときは、同号の規定を適用し

ないこととすることができる。 

５ 前項の場合において、特定地域型保育事業者は、児童福祉法第５９条第

１項に規定する施設のうち次に掲げるもの（入所定員が２０人以上のもの

に限る。）であって、市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事

項に係る連携協力を行う者として適切に確保しなければならない。 

（１） 法第５９条の２第１項の規定による助成を受けている者の設置す

る施設（児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務を目的とするも

のに限る。） 

（２） 児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務又は同法第３９条

第１項に規定する業務を目的とする施設であって、同法第６条の３第９

項第１号に規定する保育を必要とする乳児・幼児の保育を行うことに要

する費用に係る地方公共団体の補助を受けているもの 

 第４３条第１項中「（特別利用地域型保育及び特定利用地域型保育を含む。

以下この条及び第５０条において準用する第１４条において同じ。）」を削

り、「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、「（当該

特定地域型保育事業者が特別利用地域型保育を提供する場合にあっては法第

３０条第２項第２号に規定する市町村が定める額とし、特定利用地域型保育

を提供する場合にあっては法第３０条第２項第３号に規定する市町村が定め

る額とする。）」を削り、同条第２項中「支給認定保護者」を「教育・保育

給付認定保護者」に改め、「（その額が現に当該特定地域型保育に要した費

用の額を超えるときは、当該現に特定地域型保育に要した費用の額）をいい、

当該特定地域型保育事業者が特別利用地域型保育を提供する場合にあっては

法第３０条第２項第２号に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定し
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た費用の額（その額が現に当該特別利用地域型保育に要した費用の額を超え

るときは、当該現に特別利用地域型保育に要した費用の額）を、特定利用地

域型保育を提供する場合にあっては法第３０条第２項第３号に規定する内閣

総理大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特定利用

地域型保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特定利用地域型保育

に要した費用の額）」を削り、同条第３項中「前２項の」の次に「規定によ

り」を加え、「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、

同条第４項各号列記以外の部分中「前３項の」の次に「規定により」を加え、

「の各号」を削り、「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に

改め、同項第４号中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に 

改め、同条第５項中「当該費用に係る領収証を」を削り、「支給認定保護者」 

を「教育・保育給付認定保護者」に改め、「に対し」の次に「当該費用に係

る領収証を」を加え、同条第６項中「第３項及び第４項の」の次に「規定に

よる」を加え、「支給認定保護者に金銭の」を「教育・保育給付認定保護者

に当該金銭の」に、「よって」を「より」に、「支給認定保護者に対して」

を「当該教育・保育給付認定保護者に対して」に改め、同項ただし書中「第

４項の規定」を「同項の規定」に改める。 

 第４６条中「の各号」及び「（第５０条において準用する第２３条におい

て「運営規程」という。）」を削り、同条第５号中「支給認定保護者から受

領する利用者負担その他の」を「第４３条の規定により教育・保育給付認定

保護者から支払を受ける」に改める。 

 第４７条第１項中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に

改め、同条第２項中「よって」を「より」に、「支給認定子ども」を「満３

歳未満保育認定子ども」に改める。 

 第４９条第２項中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に

改め、「の各号」を削り、同項第２号中「に規定する提供した特定地域型保

育に係る必要な事項の提供」を「の規定による特定地域型保育」に改め、同

項第３号中「に規定する市」を「の規定による市町村」に改める。 

 第５０条を次のように改める。 

（準用） 

第５０条 第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条を除く。）、第
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１７条から第１９条まで及び第２３条から第３３条までの規定は、特定地

域型保育事業者、特定地域型保育事業所及び特定地域型保育について準用

する。この場合において、第１１条中「教育・保育給付認定子どもについ

て」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（満３歳未満保育認定子ども 

に限り、特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この節において同じ。） 

について」と、第１２条の見出し中「教育・保育」とあるのは「地域型保

育」と、第１４条の見出し中「施設型給付費」とあるのは「地域型保育給

付費」と、同条第１項中「特定教育・保育に係る施設型給付費（法第２７

条第１項に規定する施設型給付費をいう。以下同じ。）」とあるのは「特

定地域型保育（特別利用地域型保育及び特定利用地域型保育を含む。第５

０条において準用する次項及び第１９条において同じ。）に係る地域型保

育給付費（法第２９条第１項に規定する地域型保育給付費をいう。以下こ

の項及び第５０条において準用する第１９条において同じ。）」と、「施

設型給付費の」とあるのは「地域型保育給付費の」と、同条第２項中「特

定教育・保育に」とあるのは「特定地域型保育に」と、「特定教育・保育

の」とあるのは「特定地域型保育の」と、「特定教育・保育提供証明書」

とあるのは「特定地域型保育提供証明書」と、第１９条中「特定教育・保

育を」とあるのは「特定地域型保育を」と、「施設型給付費」とあるのは

「地域型保育給付費」と、第２３条中「運営規程」とあるのは「第４６条

に規定する事業の運営についての重要事項に関する規程」と読み替えるも

のとする。 

第５１条第１項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に 

改め、同条第２項中「支給認定子どもの数」を「教育・保育給付認定子ども」 

に、「特定地域型保育事業所を現に」を「当該特定地域型保育事業所を現

に」に、「法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に、「当該特定利用地域

型保育」を「、当該特定利用地域型保育」に、「支給認定子どもを含む。」

を「教育・保育給付認定子どもを含む。」に、「利用定員の数」を「利用定

員の総数」に改め、同条第３項を次のように改める。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保育を提

供する場合には、特定地域型保育には特別利用地域型保育を、地域型保育
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給付費には特例地域型保育給付費（法第３０条第１項の特例地域型保育給

付費をいう。次条第３項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、

この章（第４０条第２項を除き、前条において準用する第８条から第１４

条まで（第１０条及び第１３条を除く。）、第１７条から第１９条まで及

び第２３条から第３３条までを含む。次条第３項において同じ。）の規定

を適用する。この場合において、第３９条第２項中「利用の申込みに係る

法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもの数」とあるのは「

利用の申込みに係る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども

の数」と、「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子ども

を除く。以下この章において同じ。）」とあるのは「同号又は同項第３号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（第５

２条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、

当該特定利用地域型保育の対象となる法第１９条第１項第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）」と、

「同号」とあるのは「同項第３号」と、「教育・保育給付認定に基づき、

保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高い

と認められる満３歳未満保育認定子どもが優先的に利用することができる

よう、選考」とあるのは「抽選、申込みを受けた順序により決定する方法、

当該特定地域型保育事業者の保育に関する理念、基本方針等に基づく選考

その他公正な方法により選考」と、第４３条第１項中「教育・保育給付認

定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特別利用地域型保育

の対象となる法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当 

する教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者を除く。）」 

と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法

第３０条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の

額」と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と、同条第４項中「

前３項」とあるのは「前２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる費 

用及び食事の提供（第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。） 

に要する費用」と、同条第５項中「前各項」とあるのは「前３項」とする。 

 第５２条第１項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に 

改め、同条第２項中「支給認定子どもの数」を「教育・保育給付認定子ども」 

-22-



に、「法第１９条第１項第３号」を「同項第３号」に、「支給認定子ども」

を「教育・保育給付認定子ども」に、「当該特別利用地域型保育」を「、当

該特別利用地域型保育」に、「支給認定子どもを含む。」を「教育・保育給

付認定子どもを含む。」に、「利用定員の数」を「利用定員の総数」に改め、

同条第３項を次のように改める。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特定利用地域型保育を提

供する場合には、特定地域型保育には特定利用地域型保育を、地域型保育

給付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含むものとして、この章の

規定を適用する。この場合において、第４３条第１項中「教育・保育給付

認定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特定利用地域型保

育の対象となる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該 

当する教育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもに限る。） 

に係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」と、同条第２項中「法第２

９条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第３号の内

閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項中「掲

げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（特定利用地域型保育

の対象となる特定満３歳以上保育認定子どもに対するもの及び満３歳以上

保育認定子ども（令第４条第１項第２号に規定する満３歳以上保育認定子 

どもをいう。）に係る第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）

に要する費用」とする。 

 附則第２項中「「（法第２７条第３項第２号に掲げる額（当該特定教育・

保育施設が」とあるのは「（当該特定教育・保育施設が」と、「定める額と

する。）をいう。）」とあるのは「定める額をいう。）」と、同条第２項中

「（法第２７条第３項第１号に規定する額」とあるのは「（法附則第６条第

３項の規定により読み替えられた法第２８条第２項第１号に規定する内閣総

理大臣が定める基準により算定した費用の額」」を「「教育・保育給付認定

保護者（満３歳未満保育認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定保護

者（満３歳未満保育認定子ども（特定保育所（法附則第６条第１項に規定す

る特定保育所をいう。次項において同じ。）から特定教育・保育（保育に限 

る。第１９条において同じ。）を受ける者を除く。以下この項において同じ。）」 

と、同条第２項中「当該特定教育・保育」とあるのは「当該特定教育・保育
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（特定保育所における特定教育・保育（保育に限る。）を除く。）」」に改

め、「設定する」を削り、「提供を受け、又は受けようとしたとき」」の次

に「と、「当該施設型給付費の支給」とあるのは「当該委託費の支払」」を

加える。 

附則第４項の前の見出し、同項及び附則第５項を削り、附則第６項を附則

第４項とする。 

附則第７項中「特定地域型保育事業者」を「特定地域型保育事業者（特例

保育所型事業所内保育事業者を除く。）」に、「５年」を「１０年」に改め、

同項を附則第５項とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議第８号 

 

瑞浪市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例を次のように制定するものとする。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

  

    

瑞浪市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

瑞浪市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２６年条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

第２３条第２項第２号中「法第３４条の２０第１項第４号」を「法第３４

条の２０第１項第３号」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議第９号 

 

瑞浪市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める 

条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例 

 瑞浪市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

 附則第２項中「平成３２年３月３１日」を「令和５年３月３１日」に改め

る。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第１０号 

 

瑞浪市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように制定するもの

とする。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

瑞浪市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

瑞浪市国民健康保険条例（昭和３４年条例第１４号）の一部を次のように

改正する。 

 第１５条の６中「６１万円」を「６３万円」に改める。 

 第１５条の１２中「１６万円」を「１７万円」に改める。 

第２０条第１項中「６１万円」を「６３万円」に改め、同項第２号中「２

８万円」を「２８万５千円」に改め、同項第３号中「５１万円」を「５２万

円」に改め、同条第３項中「６１万円」を「６３万円」に改め、同条第４項

中「６１万円」を「６３万円」に、「１６万円」を「１７万円」に改める。                                

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の瑞浪市国民健康保険条例の規定は、令和２年度

分の保険料から適用し、令和元年度以前の年度分の保険料については、な

お従前の例による。 
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議第１１号 

 

   瑞浪市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 瑞浪市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

 

  令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

   瑞浪市介護保険条例の一部を改正する条例 

瑞浪市介護保険条例（平成１２年条例第１６号）の一部を次のように改正

する。 

第２条第２項中「２２，９１０円」を「１８，３３０円」に改め、同条第

３項中「３８，１８０円」を「３０，５４０円」に改め、同条第４項中「４

４，２８０円」を「４２，７６０円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において規則

で定める日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の瑞浪市介護保険条例の規定は、令和２年度分の

保険料から適用し、令和元年度以前の年度分の保険料については、なお従

前の例による。 

-28-



議第１２号 

 

瑞浪市監査委員条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市監査委員条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市監査委員条例の一部を改正する条例 

瑞浪市監査委員条例（平成２０年条例第３３号）の一部を次のように改正

する。 

 第４条中「第２４３条の２第３項」を「第２４３条の２の２第３項」に改

める。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第１３号 

 

瑞浪市における再生可能エネルギー発電設備の設置と自然環境等の保

全との調和に関する条例の制定について 

 

瑞浪市における再生可能エネルギー発電設備の設置と自然環境等の保全と

の調和に関する条例を次のように制定するものとする。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市における再生可能エネルギー発電設備の設置と自然環境等の保

全との調和に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、再生可能エネルギー源を利用した大規模な発電設備の

建設やそれに伴う山林の伐採、土地の造成等が自然環境及び自然景観に及

ぼす影響に鑑み、再生可能エネルギー発電設備の設置と瑞浪市の恵まれた

自然環境、美しい景観及びそれらの恵沢を享受し安心して暮らすことので

きる生活環境の保全との調和を図るために必要な事項を定めることにより、

もって人と自然が共生する豊かな地域社会の確保に寄与することを目的と

する。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

（１） 再生可能エネルギー源 電気事業者による再生可能エネルギー電

気の調達に関する特別措置法（平成２３年法律第１０８号。以下「再エ

ネ特措法」という。）第２条第４項に規定するエネルギー源をいう。 

（２） 再生可能エネルギー発電設備 再生可能エネルギー源を電気に変

換する設備及びその附属設備をいう。 
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（３） 事業計画 再エネ特措法第９条第１項に規定する再生可能エネル

ギー発電事業計画又は電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達

に関する特別措置法の一部を改正する法律（平成２８年法律第５９号。

以下「再エネ特措法改正法」という。）附則第４条第２項（再エネ特措

法改正法附則第５条第４項及び第６条第４項において準用する場合を含

む。以下同じ。）の規定により提出する再エネ特措法第９条第２項各号

に掲げる事項を記載した書類をいう。 

（４） 事業 再エネ特措法第９条第１項に規定する再生可能エネルギー

発電事業に係る再生可能エネルギー発電設備の設計及び施工、保守点検

及び維持管理並びに撤去及び処分をいう。 

（５） 事業者 事業計画を作成しようとする者、再エネ特措法第９条第

３項の規定による事業計画の認定を受けて事業を行う者又は再エネ特措

法改正法附則第４条第１項、第５条第３項若しくは第６条第３項の規定

により再エネ特措法第９条第３項の認定を受けたものとみなされる者を

いう。 

（６） 工事施行者 事業に関する工事を施行する者をいう。 

（７） 事業区域 事業を行う一団の土地（継続的又は一体的に事業を行

う土地を含む。）をいう。 

（８） 周辺区域 事業区域の境界から１００メートル以内の区域をいう。 

（９） 建築物 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号

に規定する建築物をいう。 

（１０） 地域住民等 事業区域に隣接する土地又はその土地に立地する

建築物の所有者、周辺区域に居住する住民及び事業区域又は周辺区域が

活動範囲に含まれる地縁団体をいう。 

（適用事業） 

第３条 この条例の規定は、次に掲げる再生可能エネルギー発電設備に係る

事業に適用する。ただし、建築物の屋根又は屋上で行う事業は、この限り

でない。 

（１） 太陽光を再生可能エネルギー源とする再生可能エネルギー発電設

備のうち、事業区域の面積が１，０００平方メートル以上のもの又は事

業区域の発電設備の出力が５０キロワット以上のもの 
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（２） その他市長が定める再生可能エネルギー発電設備 

 （事業抑制区域） 

第４条 市長は、次に掲げる市内の区域について、事業の実施の抑制を事業

者に依頼することのできる区域（以下「事業抑制区域」という。）として

指定することができる。 

（１） 自然環境が良好であり、かつ、特色ある景観を保全する必要があ

ると認められる区域 

（２） 歴史的又は文化的な特色を有する景観を保全する必要があると認

められる区域 

（３） 災害の危険性が高く、再生可能エネルギー発電設備の設置又は山

林の伐採、盛土若しくは切土等の造成工事を制限する必要があると認め

られる区域 

（４） 農林水産業の生産活動が営まれる区域であって、農地又は山林と

して保全する必要があると認められる区域 

（５） 生活環境を保全する必要があると認められる区域 

（６） その他市長が必要と認める区域 

２ 市長は、前項の規定により事業抑制区域の指定を行ったときは、その旨

を告示するものとし、当該事業抑制区域の指定は、当該告示によってその

効力を生じるものとする。 

３ 市長は、必要があると認めるときは、事業抑制区域を変更し、又はその

指定を解除することができる。 

４ 第２項の規定は、前項の規定による事業抑制区域の変更又はその指定の

解除について準用する。この場合において、第２項中「前項」とあるのは

「次項」と、「指定」とあるのは「変更又はその指定の解除」と読み替え

るものとする。 

 （事業抑制の依頼） 

第５条 市長は、事業者が、事業抑制区域において事業を実施しようとして

いると知ったときは、当該事業の実施の抑制を依頼することができる。 

２ 事業者は、前項の規定による依頼があったときは、依頼のあった日から

起算して３０日以内に、事業を実施するかどうかについて文書で市長に回

答しなければならない。 
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 （事業計画の調整） 

第６条 事業者は、第３条に定める適用事業について事業計画を作成しよう

とするときは、再エネ特措法第９条第１項の規定による事業計画の認定の

申請又は再エネ特措法改正法附則第４条第２項の規定による事業計画の提

出をする前に、次に掲げる事項について、規則で定めるところにより当該

事業計画に盛り込むよう市長と調整しなければならない。 

（１） 事業の概要 

（２） 事業区域の位置及び範囲 

（３） 事業区域及びその周辺区域における環境調査の内容 

（４） 事業に係る設計における配慮事項 

（５） 事業に係る施工における配慮事項 

（６） 再生可能エネルギー発電設備の保守点検及び維持管理に関する事

項 

（７） 再生可能エネルギー発電設備の撤去及び処分に関する事項 

（８） 土砂等の流出及び崩壊を防止する計画 

（９） 生活環境の保全のための措置 

（１０） 景観保全のための措置 

（１１） その他市長が必要と認める事項 

２ 事業者は、事業区域に事業抑制区域を含む事業について事業計画を作成

しようとするときは、前項の規定による市長との調整において、同項に規

定する事項に加えて、次に掲げる事項（当該事業計画に係る事業によって

影響が生じるものに限る。）について、当該事業計画に盛り込むよう市長

と調整しなければならない。 

（１） 想定される影響 

（２） 想定される影響への対策 

３ 事業が瑞浪市土地開発事業及び特殊建築物に関する条例（平成１３年条

例第１６号。以下「土地開発条例」という。）の適用を受ける土地開発事

業を伴う場合にあっては、土地開発条例第４条に定める協議の内容につい

ては、前２項の規定による調整を経たものでなければならない。 

４ 事業者は、事業計画の内容について市長との調整を終えたときは、当該

事業計画に、規則で定める書類を添付して、速やかに市長に提出しなけれ

-33-



 

ばならない。 

５ 市長は、前項の規定により提出された事業計画について、適当であると

認めるときは、規則で定めるところにより、事業者に通知するものとする。 

６ 事業者は、前項の規定による通知があったときは、速やかに、規則で定

めるところにより、地域住民等を対象にした説明会（以下「住民説明会」

という。）を開催し、当該事業計画の内容について地域住民等の理解を得

るよう努めなければならない。 

７ 事業者は、第５項の規定による通知を受けた日から次条第１項の規定に

よる届出の日までの間において住民説明会を踏まえて事業計画を変更する

ときは、事業計画のうち変更のある書類をあらかじめ市長に提出しなけれ

ばならない。 

 （事業計画の届出） 

第７条 事業者は、前条第１項から第３項までの規定による調整を経た事業

計画について、再エネ特措法第９条第１項の規定による認定の申請をした

とき又は再エネ特措法改正法附則第４条第２項の規定による提出をしたと

きは、速やかに、規則で定めるところにより、市長に届け出なければなら

ない。 

２ 事業者は、再エネ特措法第９条第３項の規定による認定の通知を受けた

ときは、速やかに当該通知の写しを市長に提出しなければならない。 

３ 前項の規定により認定通知書の写しを市長に提出した事業者は、事業計

画に定める事業に係る工事に着手するまでの間に、規則で定めるところに

より住民説明会を開催し、当該事業について地域住民等の理解を得るよう

努めなければならない。 

４ 事業者は、第１項の規定により届け出た事項を変更するときは、規則で

定めるところにより、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

５ 前条の規定は、前項の規定による届出に、同条第１項から第３項までの

規定により調整した内容が含まれる場合について準用する。この場合にお

いて、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれの同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第１項 第３条に定める適用事業に

ついて事業計画を作成しよ 

次条第４項の規定による届出

に、この項から第３項までの 

-34-



 

 うとするとき 規定により調整した内容が含

まれるとき 

第９条第１項 第１０条第１項 

認定の申請又は再エネ特措

法改正法附則第４条第２項

の規定による事業計画の提

出をする前 

変更に係る認定の申請又は第

８条の規定による工事の届出

の前のいずれか早いとき 

次に掲げる事項 次に掲げる事項のうち変更す

る事項 

第２項 前項の規定による 次条第５項の規定により読み

替えて準用する前項の規定に

よる 

同項に規定する事項 同項に規定する事項のうち変

更する事項 

次に掲げる事項 次に掲げる事項のうち変更す

る事項 

６ 前項前段の規定にかかわらず、規則で定める変更の場合は、事業者は、

市長との調整を省略することができる。 

（工事の届出） 

第８条 事業者は、前条第１項の規定により事業計画を届け出た後、事業の

うち、施工、撤去及び処分に係る工事に着手しようとするとき又は当該工

事を完了したときは、規則で定めるところにより、その都度、速やかに、

その旨を市長に届け出なければならない。当該工事を廃止し、若しくは２

月以上中断しようとするとき又は中断した工事を再開したときも同様とす

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、事業者は、災害又は非常の事態の発生により、

工事を緊急に行う必要がある場合は、届出を行い得る状態となったときに

速やかに届け出なければならない。 

 （現場の確認） 

第９条 市長は、前条に規定する届出があったときは、市職員等のうちから

市長が指名する者（以下「監視員」という。）に現場を確認させるものと
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する。 

２ 事業者は、前項の規定による現場の確認に協力しなければならない。 

 （標識の設置） 

第１０条 事業者は、再生可能エネルギー発電設備について、規則で定める

標識を再生可能エネルギー発電設備の外部又は事業区域内の公衆の見えや

すい場所に設置しなければならない。 

２ 前項の規定により標識を設置する期間は、第６条第５項の規定による通

知があったときから事業が完了するまでの間とする。 

 （関係書類の閲覧） 

第１１条 市長は、第６条の規定による事業計画の調整を完了したときから

当該事業計画に基づく事業が完了するまでの間、第５条から第８条まで及

び次条の規定に基づき事業者から市に提出された書類（以下「関係書類」

という。）を、閲覧に供することができる。 

２ 関係書類を閲覧しようとする者は、規則で定めるところによりあらかじ

め市長に申し出なければならない。 

 （報告及び立入調査等） 

第１２条 市長は、第７条の規定による届出のあった事業計画に従って事業

が履行されているかどうかを確認するために、次に掲げる事項について、

事業者に対し毎年報告を求めるものとする。 

（１） 再生可能エネルギー発電設備の保守点検の実施状況 

（２） 生活環境及び景観の保全のための措置の実施状況 

（３） 再生可能エネルギー発電設備の撤去及び処分に係る費用の準備状

況 

（４） その他市長が定めた事項 

２ 市長は、前項の規定による確認のため、監視員に当該事業に係る事業区

域に立ち入らせ、若しくは当該事業に関する事項について調査させ、又は

事業者及び工事施行者（以下「関係者」という。）に意見を聴くことがで

きるほか、必要があると認めるときは、事業者に対し同項の報告に関する

詳細な説明又は資料の提出を求めることができる。 

３ 監視員は、前項の規定により立入調査を行うときは、その身分を示す証

明書を携帯し、関係者の求めに応じ提示しなければならない。 
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４ 第２項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたも

のと解釈してはならない。 

 （指導、助言又は勧告） 

第１３条 市長は、この条例の目的を達成するために必要があると認めると

きは、事業者に対し指導又は助言を行うことができる。 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、期限を定めて必要な

措置を講ずるように勧告することができる。 

（１） 第６条第１項から第４項まで及び第７項に規定する手続を経ずに、

再エネ特措法第９条第１項の規定による事業計画の認定の申請をした者

又は再エネ特措法改正法附則第４条第２項の規定による事業計画の提出

をした者 

（２） 第６条第６項又は第７条第３項に規定する住民説明会を開催しな

い者 

（３） 第７条第１項及び第４項の規定による届出をせず、又は同条第２

項の規定による提出をせずに工事に着工した者 

（４） 虚偽の届出をした者 

（５） 前条第１項若しくは第２項の規定による報告若しくは資料の提出

をせず、又は同項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し

た者 

（６） 正当な理由がなく、前項の規定による指導又は助言に従わなかっ

た者 

 （違反事実の公表等） 

第１４条 市長は、前条第２項の規定による勧告を受けた事業者が、正当な

理由がなく当該勧告に係る措置をとらなかったときは、当該事業者の氏名

（法人その他の団体にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主たる

事務所の所在地）及び当該勧告の内容について、経済産業省に報告すると

ともに、公表することができる。ただし、経済産業省への報告及び公表を

しようとするときは、あらかじめ事業者に対して、その理由を通知し、意

見を述べる機会を与えなければならない。 

 （委任） 

第１５条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例の規定（次項の規定を除く。）は、この条例の施行の日以後に、

再エネ特措法第９条第１項の規定による事業計画の認定の申請又は再エネ

特措法改正法附則第４条第２項の規定による事業計画の提出をしようとす

る事業者が行う事業のうち、第３条に規定する適用事業に該当する事業に

適用する。 

 （経過措置） 

３ この条例の施行の日までに、第３条に規定する適用事業に相当する事業

に係る事業計画について、再エネ特措法第９条第１項の規定による認定の

申請をしている事業者又は再エネ特措法改正法附則第４条第２項の規定に

よる提出をしている事業者は、この条例の趣旨にのっとり、地域住民等の

理解を得られるよう、この条例に定める手続き等を例として、できる限り

の対応をするよう配慮しなければならない。 

４ この条例の施行の日までに、再エネ特措法改正法附則第４条第２項の規

定による事業計画の提出をしていない事業者であって、既に事業のうち施

工に係る工事に着手している事業者は、第６条の規定による調整を経て、

再エネ特措法改正法附則第４条第２項の規定による事業計画の提出をする

までの間は、当該工事を中断するよう配慮するものとする。 

５ この条例の施行の日までに、再エネ特措法改正法附則第４条第２項の規

定による事業計画の提出をしていない事業者であって、事業のうち施工に

係る工事に着手していない事業者は、第６条の規定による調整を経て、再

エネ特措法改正法附則第４条第２項の規定による事業計画の提出をするま

での間は、当該工事に着手しないよう配慮するものとする。 
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議第１４号 

 

   瑞浪市土地開発事業及び特殊建築物に関する条例の一部を改正する条

例の制定について 

 

 瑞浪市土地開発事業及び特殊建築物に関する条例の一部を改正する条例を

次のように制定するものとする。 

 

  令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

   瑞浪市土地開発事業及び特殊建築物に関する条例の一部を改正する条 

   例      

 瑞浪市土地開発事業及び特殊建築物に関する条例（平成１３年条例第１６

号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「土地開発事業」の次に「、瑞浪市における再生可能エネ

ルギー発電設備の設置と自然環境等の保全との調和に関する条例（令和 年

条例第 号）の適用を受ける事業」を加える。 

   附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第１５号 

 

瑞浪市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

 

瑞浪市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条

例を次のように制定するものとする。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

瑞浪市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正す

る条例 

瑞浪市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和５８年条例第

１０号）の一部を次のように改正する。 

第６条中「第２４３条の２第８項」を「第２４３条の２の２第８項」に改

める。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第１６号 

  

瑞浪市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

  

瑞浪市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  

令和２年２月２７日 提出 

  

瑞浪市長 水 野 光 二    

  

  

瑞浪市手数料条例の一部を改正する条例 

瑞浪市手数料条例（平成１２年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 別表１１の部８の項金額の欄イ中「又は圧縮天然ガス自動車燃料装置用容

器」を「、圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器又は圧縮水素自動車燃料装置

用容器」に改める。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第１７号 

 

   瑞浪市固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めることに

ついて 

 

 瑞浪市固定資産評価審査委員会委員に次の者を選任したいので、地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により議会の同意を

求める。 

 

  令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

氏   名 住       所 生 年 月 日 

小木曽 正   ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 
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議第１８号 

 

   北野辺地に係る総合整備計画の策定について 

 

 北野地区住民の生活文化水準の向上を図るため、辺地に係る公共的施設の

総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８

号）第３条第１項の規定により、北野辺地に係る総合整備計画を次のように

定めるものとする。 

 

  令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

   北野辺地に係る総合整備計画 

１ 辺地の概況 

（１） 辺地を構成する町又は字の名称 

瑞浪市日吉町字愛坂・藤並・松井・八瀬沢・一ツ屋・向イ・上垣

外・中屋・中垣外・霜向・白下・太嶌・藤垣外 

（２） 地域の中心の位置 

瑞浪市日吉町字八瀬沢６２６１番地１７４ 

（３） 辺地の人口 

９４人 

（４） 辺地の面積 

４．０ｋ㎡ 

（５） 辺地度点数 

１４８点 

２ 公共的施設の整備を必要とする事情 

当地域は、公共施設や医療施設等までの距離が遠く、しかも道幅が狭く、 

通勤、通学等に不便をきたしているため、生活道路の改良を図ることで、

生活上の利便性の向上を図る。 
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３ 公共的施設の整備計画 

令和２年度から令和６年度までの５年間 

     （単位 千円）

施 設 名 
事業 

主体名 
事業費 

財源内訳 
一般財源の

うち、辺地

対策事業債

の予定額 

特定財源 一般財源 

道路 

（市道南垣外・北野線、 

市道欠ノ下・塚本線、 

市道前田・木ノ下線） 

瑞浪市 1,017,000 0 1,017,000 1,017,000
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議第１９号 

 

多治見市と瑞浪市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規

約の変更に関する協議について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第２項の規定に

より、多治見市と瑞浪市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規

約を次のとおり変更することについて、多治見市と協議することにつき、同

条第３項の規定において準用する同法第２５２条の２の２第３項の規定によ

り議会の議決を求める。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

多治見市と瑞浪市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規

約の一部を改正する規約 

多治見市と瑞浪市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約の

一部を次のように改正する。 

第２条第１号ア中「住民票の写し」の次に「及び同法第１５条の４第１項

に規定する除票の写し」を加え、同条第２号ア中「調製されたもの」の次に

「及び同法第２１条の３第１項に規定する戸籍の附票の除票の写しのうち、

同法第２１条第２項の規定により調製されたもの」を加える。 

附 則 

この規約は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第２０号 

 

中津川市と瑞浪市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規

約の変更に関する協議について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第２項の規定に

より、中津川市と瑞浪市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規

約を次のとおり変更することについて、中津川市と協議することにつき、同

条第３項の規定において準用する同法第２５２条の２の２第３項の規定によ

り議会の議決を求める。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

中津川市と瑞浪市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規

約の一部を改正する規約 

中津川市と瑞浪市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約の

一部を次のように改正する。 

第２条第１号ア中「住民票の写し」の次に「及び同法第１５条の４第１項

に規定する除票の写し」を加え、同条第２号ア中「調製されたもの」の次に

「及び同法第２１条の３第１項に規定する戸籍の附票の除票の写しのうち、

同法第２１条第２項の規定により調製されたもの」を加える。 

附 則 

この規約は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第２１号 

 

瑞浪市と恵那市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約

の変更に関する協議について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第２項の規定に

より、瑞浪市と恵那市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約

を次のとおり変更することについて、恵那市と協議することにつき、同条第

３項の規定において準用する同法第２５２条の２の２第３項の規定により議

会の議決を求める。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市と恵那市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約

の一部を改正する規約 

瑞浪市と恵那市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約の一

部を次のように改正する。 

第２条第１号ア中「住民票の写し」の次に「及び同法第１５条の４第１項

に規定する除票の写し」を加え、同条第２号ア中「調製されたもの」の次に

「及び同法第２１条の３第１項に規定する戸籍の附票の除票の写しのうち、

同法第２１条第２項の規定により調製されたもの」を加える。 

附 則 

この規約は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第２２号 

 

瑞浪市と土岐市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約

の変更に関する協議について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第２項の規定に

より、瑞浪市と土岐市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約

を次のとおり変更することについて、土岐市と協議することにつき、同条第

３項の規定において準用する同法第２５２条の２の２第３項の規定により議

会の議決を求める。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市と土岐市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約

の一部を改正する規約 

瑞浪市と土岐市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約の一

部を次のように改正する。 

第２条第１号ア中「住民票の写し」の次に「及び同法第１５条の４第１項

に規定する除票の写し」を加え、同条第２号ア中「調製されたもの」の次に

「及び同法第２１条の３第１項に規定する戸籍の附票の除票の写しのうち、

同法第２１条第２項の規定により調製されたもの」を加える。 

附 則 

この規約は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第２３号 

 

土岐川防災ダム一部事務組合規約の変更に関する協議について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、

土岐川防災ダム一部事務組合の規約を次のとおり変更することについて、関

係地方公共団体が協議することにつき、同法第２９０条の規定により議会の

議決を求める。 

 

  令和２年２月２７日 提出 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二 

 

   

土岐川防災ダム一部事務組合規約の一部を改正する規約 

 土岐川防災ダム一部事務組合規約（昭和４０年岐阜県指令地第５１９５号）

の一部を次のように改正する。 

 第６条第５項中「２年とする」を「、当該市の監査委員としての任期によ

る」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、後任者が選任されるまでの間は、その職務を行うことを妨げな   

い。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規約は、岐阜県知事の許可のあった日から施行する｡ 

 （経過措置） 

２ この規約による改正後の規定は、この規約の施行の日以後に任命される

監査委員について適用し、同日前に任命された監査委員については、なお

従前の例による。 
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議第２４号 

 

工事請負契約の締結について 

 

次のとおり工事請負契約の締結をしたいので、瑞浪市議会の議決に付すべ

き契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第８号）第２

条の規定により、議会の議決を求める。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

１ 契 約 の 目 的  瑞浪市クリーンセンター改修工事 

２ 契 約 の 方 法  一般競争入札 

３ 契 約 金 額  １６５，０００，０００円 

４ 契約 の相手方  瑞浪市南小田町３丁目３０６番地 

板垣建設株式会社 瑞浪支店 

支店長 越 智  剛 
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議第２５号 

 

   工事請負契約の締結について 

 

次のとおり工事請負契約の締結をしたいので、瑞浪市議会の議決に付すべ

き契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第８号）第２

条の規定により、議会の議決を求める。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

１ 契 約 の 目 的  旧瑞陵中学校解体及び瑞浪北中学校グラウンド管理

棟他新築工事 

２ 契 約 の 方 法  一般競争入札 

３ 契 約 金 額  １９６，９００，０００円 

４ 契約 の相手方  中津川市加子母１００５番地 

           株式会社中島工務店 

           代表取締役 中島 紀于 
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議第２６号 

    

瑞浪市農業委員会の委員に占める認定農業者等又はこれらに準ずる者

の割合を４分の１以上とすることにつき同意を求めることについて 

 

 瑞浪市農業委員会の委員に占める認定農業者等又はこれらに準ずる者の割

合を４分の１以上としたいので、農業委員会等に関する法律（昭和２６年法

律第８８号）第８条第５項ただし書及び農業委員会等に関する法律施行規則

（昭和２６年農林省令第２３号）第２条第２号の規定により、議会の同意を

求める。 

 

  令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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議第２７号 

 

令和元年度瑞浪市一般会計補正予算（第４号） 

 

 令和元年度瑞浪市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところに

よる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２６４，０００千

円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１５，９１５，４０

０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（継続費の補正） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。）第２１２条第１項の規定

による継続費の変更は、「第２表 継続費補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第３条 既定の繰越明許費の追加は、「第３表 繰越明許費補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 既定の地方債の追加及び変更は、「第４表 地方債補正」による。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 市 税 ５，２３４，８００ ６８，０００ ５，３０２，８００

1 市 民 税 ２，０９６，９００ ４０，０００ ２，１３６，９００

2 固定資産税 ２，５０９，８００ ２０，０００ ２，５２９，８００

3 軽自動車税 １０７，０００ ３，０００ １１０，０００

4 市たばこ税 ２３４，０００ ５，０００ ２３９，０００

2 地 方 譲 与 税 １７４，６００ ４，３００ １７８，９００

1
地方揮発油
譲 与 税

４９，０００ △３，０００ ４６，０００

2
自動車重量
譲 与 税

１１９，０００ ７，０００ １２６，０００

3
森 林 環 境
譲 与 税

６，６００ ３００ ６，９００

3 利子割交付金 １１，０００ △５，５００ ５，５００

1
利 子 割
交 付 金

１１，０００ △５，５００ ５，５００

4 配当割交付金 １８，０００ ４，０００ ２２，０００

1
配 当 割
交 付 金

１８，０００ ４，０００ ２２，０００

5
株 式 等 譲 渡
所得割交付金

１５，０００ △４，０００ １１，０００

1
株式等譲渡
所得割交付

１５，０００ △４，０００ １１，０００

7
ゴルフ場利用
税 交 付 金

１６７，０００ ３，０００ １７０，０００

1
ゴルフ場利
用税交付金

１６７，０００ ３，０００ １７０，０００

8
自動車取得税
交 付 金

２４，０００ ３，５００ ２７，５００

1
自動車取得
税 交 付 金

２４，０００ ３，５００ ２７，５００

13
分 担 金 及 び
負 担 金

５１，２７７ ６０３ ５１，８８０

1 分 担 金 ８，６２９ ６０３ ９，２３２

14
使 用 料 及 び
手 数 料

３５４，１３５ △３，９１４ ３５０，２２１

2 手 数 料 １６５，３４４ △３，９１４ １６１，４３０

15 国 庫 支 出 金 ２，０９０，２５０ △２４，６４２ ２，０６５，６０８

1 国庫負担金 １，０９５，８６１ △２９，１３６ １，０６６，７２５

2 国庫補助金 ９８６，９２３ ４，４９４ ９９１，４１７

16 県 支 出 金 １，２８５，４０３ △１２５，２６０ １，１６０，１４３

1 県 負 担 金 ５４０，９６２ △２６，８４１ ５１４，１２１

2 県 補 助 金 ６４２，１７１ △９８，４４１ ５４３，７３０

3 委 託 金 １０２，２７０ ２２ １０２，２９２

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

17 財 産 収 入 ４００，８３１ １，２４５ ４０２，０７６

1
財 産
運 用 収 入

９１，０６７ ３６ ９１，１０３

2
財 産
売 払 収 入

３０９，７６４ １，２０９ ３１０，９７３

18 寄 附 金 １００，５６９ △３３，７９０ ６６，７７９

1 寄 附 金 １００，５６９ △３３，７９０ ６６，７７９

19 繰 入 金 ２５５，０５４ △６９，６２５ １８５，４２９

1 基金繰入金 ２２８，８１３ △７０，３８０ １５８，４３３

2
財 産 区
繰 入 金

２６，２４１ △１４５ ２６，０９６

3
特 別 会 計
繰 入 金

０ ９００ ９００

21 諸 収 入 ２５８，２４４ １１，９８３ ２７０，２２７

4 雑 入 １４６，９３８ １１，９８３ １５８，９２１

22 市 債 １，２１９，９００ △９３，９００ １，１２６，０００

1 市 債 １，２１９，９００ △９３，９００ １，１２６，０００

歳　　入　　合　　計 １６，１７９，４００ △２６４，０００ １５，９１５，４００
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 議 会 費 １７５，７６２ △２，０１６ １７３，７４６

1 議 会 費 １７５，７６２ △２，０１６ １７３，７４６

2 総 務 費 ２，４８９，９５４ １２３，５０６ ２，６１３，４６０

1 総務管理費 ２，１４３，６６０ １１７，８０３ ２，２６１，４６３

3
戸 籍 住 民
基本台帳費

８１，６２９ ５，７０３ ８７，３３２

3 民 生 費 ４，８６０，３４１ △７１，７５４ ４，７８８，５８７

1 社会福祉費 ２，７２０，０２５ △２１，３７４ ２，６９８，６５１

2 児童福祉費 １，９２６，８４６ △５０，３８０ １，８７６，４６６

4 衛 生 費 １，３７６，７６４ △３３，０６４ １，３４３，７００

1 保健衛生費 ３７２，６５６ △７，５０１ ３６５，１５５

2 清 掃 費 ９０３，１３８ △２０，０９８ ８８３，０４０

3 環 境 費 １００，９７０ △５，４６５ ９５，５０５

5 労 働 費 １５，２２８ △５０３ １４，７２５

1 労 働 諸 費 １５，２２８ △５０３ １４，７２５

6 農林水産業費 ６２５，０５５ △１０３，１５０ ５２１，９０５

1 農 業 費 ５８５，５６９ △９８，７０１ ４８６，８６８

2 林 業 費 ３９，４８６ △４，４４９ ３５，０３７

7 商 工 費 ４６１，００３ △２２，３１５ ４３８，６８８

1 商 工 費 ４６１，００３ △２２，３１５ ４３８，６８８

8 土 木 費 １，３３８，５０８ △１６，３３４ １，３２２，１７４

2 道路橋梁費 ６６０，９４９ １０，９６８ ６７１，９１７

3 河 川 費 １５５，４１２ △６，９９１ １４８，４２１

4 都市計画費 ３４３，６４２ △１９，０３８ ３２４，６０４

5 住 宅 費 １４１，８３９ △１，２７３ １４０，５６６

9 消 防 費 ９８８，１６６ △８５，４８１ ９０２，６８５

1 消 防 費 ９８８，１６６ △８５，４８１ ９０２，６８５

10 教 育 費 １，６２０，４１２ △１７，１５０ １，６０３，２６２

2 小 学 校 費 ２８１，３２６ △５，５００ ２７５，８２６

3 中 学 校 費 １９６，２１８ △４，７００ １９１，５１８

4 幼 稚 園 費 ２００，９４４ △１，２００ １９９，７４４

5 社会教育費 ４３０，５０５ △２，５５０ ４２７，９５５

6 保健体育費 ２６４，７５２ △３，２００ ２６１，５５２
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(単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

11 災 害 復 旧 費 ８，３８０ △４，６３９ ３，７４１

1
土 木 施 設
災害復旧費

６，３００ △４，６３９ １，６６１

13 諸 支 出 金 ５９３，８１７ △３１，１００ ５６２，７１７

1 公営企業費 ５９３，８１７ △３１，１００ ５６２，７１７

歳　　出　　合　　計 １６，１７９，４００ △２６４，０００ １５，９１５，４００
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第 ２ 表　　継　続　費　補　正

（単位：千円）

平成30年度 486

令和元年度 264,100

令和2年度 257,200

平成30年度 486

令和元年度 184,679

令和2年度 178,674

款 項 事　業　名

363,839

区　分 総　額 年　度 年割額

521,786

9 消防費 1 消防費 防災行政無線更新事業

変更前

変更後
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第 ３ 表　　繰　越　明　許　費　補　正

　（追加） （単位：千円）

８ 土 木 費 ２ 道 路 橋 梁 費 １１,１００

８ 土 木 費 ２ 道 路 橋 梁 費 １０,０００

８ 土 木 費 ４ 都 市 計 画 費 １４,１３７

８ 土 木 費 ４ 都 市 計 画 費 ９,７８４

８ 土 木 費 ４ 都 市 計 画 費 １,０００

８ 土 木 費 ４ 都 市 計 画 費 １,０００

１１ 災害復旧費 ２
農 林水 産 業 施設
災 害 復 旧 費 ２,０８０

明 賀 台 残 土 処 分 場 整 備 事 業

狭 あ い 道 路 整 備 等 促 進 事 業

農 業 用 施 設 補 助 災 害 復 旧 事 業

金　　　　額事　　　　業　　　　名

市 道 等 整 備 交 付 金 事 業

款 項

瑞 浪 駅 前 周 辺 再 開 発 事 業

道 の 駅 整 備 事 業

区 画 整 理 事 務 経 費
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第 ４ 表　　地 　方　債　補　正

（追加） （単位：千円）

普通
貸借
又は
証券
発行

（変更） （単位：千円）

起債の
方法 利率

28,100

200

普通
貸借
又は
証券
発行

年 ３．０ ％ 以
内 （ただし、
利率見直し方
式で借り入れ
る政府資金及
び地方公共団
体金融機構資
金について、
利率見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

政府資金につい
て は 、 そ の 融資
条件により、銀行
その他の場合に
は借入先と協定
し、その条件に従
うものとする 。た
だ し 、 市 財 政 の
都 合 に よ り 据 置
期間及び償還期
限を短縮し、もし
くは繰上償還又
は低利に借換す
ることができる。

9,000

56,400

184,600

18,000

起 債 の 目 的 限度額 起債の
方法 利　　率 償 還 の 方 法

年 ３．０ ％ 以 内 （ただし、利率
見直し方式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機構資金
について、利率見直しを行った後
においては、当該見直し後の利
率）

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合には借
入先と協定し、その条件に従うものと
する。ただし、市財政の都合により据
置期間及び償還期限を短縮し、もし
くは繰上償還又は低利に借換するこ
とができる。

起 債 の 目 的
限度額 限度額

補　　正　　前 補　　正　　後

起債の
方法 利  率 償 還 の 方 法

償還の
方法

市 道 等 整 備
交 付 金 事 業 5,500

1,800

消防車両・救急車両等
更 新 事 業 （ 単 独 ） 23,800

市 民 公 園 施 設
整 備 事 業

消 防 団 拠 点 施 設
建 設 事 業

防 災 行 政 無 線
更 新 事 業

13,000

60,800

264,000

補正
前に
同じ

補正
前に
同じ

補正
前に
同じ

一 般 会 計 出 資 債

過 年 土 木 施 設
補 助 災 害 復 旧 事 業

32,300
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議第２８号 

 

令和元年度瑞浪市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和元年度瑞浪市の後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）は、

次に定めるところによる。なお、改元日以降の平成３１年度予算における元

号の表示について、「令和」に統一する。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ８００千円を減額

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４９４，９００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

4 繰 入 金 １２６，３００ △１，６００ １２４，７００

1
一 般 会 計
繰 入 金

１２６，３００ △１，６００ １２４，７００

6 諸 収 入 ６４０ ８００ １，４４０

2 雑 入 ６００ ８００ １，４００

歳　　入　　合　　計 ４９５，７００ △８００ ４９４，９００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2
後期高齢者医療
広域連合納付金 ４６７，４２６ △８００ ４６６，６２６

1
後期高齢者医療
広域連合納付金 ４６７，４２６ △８００ ４６６，６２６

歳　　出　　合　　計 ４９５，７００ △８００ ４９４，９００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第２９号 

 

令和元年度瑞浪市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 

 

 令和元年度瑞浪市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次

に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６４，４００千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３，６７５，５００千円

とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1
国 民 健 康
保 険 料

６９７，５３０ △１３，４７０ ６８４，０６０

1
一 般 被 保 険 者
国民健康保険料 ６９４，５６０ △１２，４００ ６８２，１６０

2
退職被保険者等
国民健康保険料 ２，９７０ △１，０７０ １，９００

3 県 支 出 金 ２，５２８，３９５ ６６，０２９ ２，５９４，４２４

1 県 補 助 金 ２，５２８，３９５ ６６，０２９ ２，５９４，４２４

5 繰 入 金 ３２５，３２６ １０，０７４ ３３５，４００

1
一 般 会 計
繰 入 金

２６３，９５２ △６，５５２ ２５７，４００

2 基金繰入金 ６１，３７４ １６，６２６ ７８，０００

7 諸 収 入 ２，７３０ １，７６７ ４，４９７

1 雑 入 ２，７３０ １，７６７ ４，４９７

歳　　入　　合　　計 ３，６１１，１００ ６４，４００ ３，６７５，５００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2 保 険 給 付 費 ２，４７９，０９６ ６４，４００ ２，５４３，４９６

1 療 養 諸 費 ２，１６８，７９０ ４３，１００ ２，２１１，８９０

2 高額療養費 ２９６，２００ ２３，９０１ ３２０，１０１

4 任意給付費 １４，００６ △２，６０１ １１，４０５

3
国 民 健 康 保 険
事 業 費 納 付 金 ９８６，０７６ ０ ９８６，０７６

1 医療給付費分 ６９８，０４６ ０ ６９８，０４６

2
後 期 高 齢 者
支 援 金 等 分

２１９，４６５ ０ ２１９，４６５

3 介護納付金分 ６８，５６５ ０ ６８，５６５

4 保 健 事 業 費 ２８，３９６ ０ ２８，３９６

1 保健事業費 ７，４０９ ０ ７，４０９

2
特定健康診査
等 事 業 費

２０，９８７ ０ ２０，９８７

歳　　出　　合　　計 ３，６１１，１００ ６４，４００ ３，６７５，５００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第３０号 

 

令和元年度瑞浪市介護保険事業特別会計補正予算（第４号） 

 

 令和元年度瑞浪市の介護保険事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定

めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５，６００千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３，５４２，９００千円と

する。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

3 国 庫 支 出 金 ７８９，１６１ ５，６００ ７９４，７６１

2 国庫補助金 ２２０，２４９ ５，６００ ２２５，８４９

歳　　入　　合　　計 ３，５３７，３００ ５，６００ ３，５４２，９００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

3 基 金 積 立 金 ４７，０００ ５，６００ ５２，６００

1 基金積立金 ４７，０００ ５，６００ ５２，６００

4
地 域 支 援
事 業 費

２１８，４２５ ０ ２１８，４２５

2
一 般 介 護
予防事業費

３５，８８３ ０ ３５，８８３

3
包括的支援事業
・ 任 意 事 業 費 ７８，２６５ ０ ７８，２６５

歳　　出　　合　　計 ３，５３７，３００ ５，６００ ３，５４２，９００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第３１号 

 

令和元年度瑞浪市介護サービス事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和元年度瑞浪市の介護サービス事業特別会計補正予算（第１号）は、次

に定めるところによる。なお、改元日以降の平成３１年度予算における元号

の表示について、「令和」に統一する。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１，８００千円を

減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５，３００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 サービス収入 ５，３６９ △３３８ ５，０３１

1
予防給付費
収 入

５，３６９ △３３８ ５，０３１

2 繰 入 金 １，７３１ △１，４６２ ２６９

1
一 般 会 計
繰 入 金

１，７３１ △１，４６２ ２６９

歳　　入　　合　　計 ７，１００ △１，８００ ５，３００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 事 業 費 ６，６００ △２，２００ ４，４００

1
居 宅 介 護
支援事業費

６，６００ △２，２００ ４，４００

2 予 備 費 ５００ △５００ ０

1 予 備 費 ５００ △５００ ０

3 諸 支 出 金 ０ ９００ ９００

1 償 還 金 ０ ９００ ９００

歳　　出　　合　　計 ７，１００ △１，８００ ５，３００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第３２号 

 

令和元年度瑞浪市駐車場事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和元年度瑞浪市の駐車場事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定め

るところによる。なお、改元日以降の平成３１年度予算における元号の表示

について、「令和」に統一する。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４，４００千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４６，３００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1
使 用 料
及 び 手 数 料

４０，５００ １，３２４ ４１，８２４

1 使 用 料 ４０，５００ １，３２４ ４１，８２４

2 繰 入 金 ７００ △７００ ０

1 基金繰入金 ７００ △７００ ０

3 繰 越 金 ７００ ３，７６４ ４，４６４

1 繰 越 金 ７００ ３，７６４ ４，４６４

4 財 産 収 入 ０ １２ １２

1
財 産
運 用 収 入

０ １２ １２

歳　　入　　合　　計 ４１，９００ ４，４００ ４６，３００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 駐車場事業費 ３０，３２５ △７６ ３０，２４９

1
駐 車 場
管 理 費

３０，３２５ △７６ ３０，２４９

3 予 備 費 ５００ ０ ５００

1 予 備 費 ５００ ０ ５００

4 基 金 積 立 金 ０ ４，４７６ ４，４７６

1 基金積立金 ０ ４，４７６ ４，４７６

歳　　出　　合　　計 ４１，９００ ４，４００ ４６，３００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第３３号 

 

令和元年度瑞浪市水道事業会計補正予算（第３号） 

 

（総則） 

第１条 令和元年度瑞浪市水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定め 

るところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 令和元年度瑞浪市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２ 

 条第４号中「７２，０００千円」を「６９，３８０千円」に、「７８，０ 

００千円」を「７２，０００千円」に、「１３０，２２９千円」を「１１

７，８０９千円」に改める。 

（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条中収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（科   目）  （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

          収      入 

 第１款 水道事業収益 1,150,300千円 △13,200千円  1,137,100千円 

  第２項 営業外収益   217,724千円 △13,200千円   204,524千円 

                        支      出 

 第１款 水道事業費用  1,134,200千円 △21,700千円  1,112,500千円 

    第１項 営業費用  1,098,869千円 △25,050千円 1,073,819千円 

  第２項 営業外費用   31,104千円   3,500千円   34,604千円 

  第３項 特別損失     227千円   △150千円     77千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条中「３３１，９００千円」を「３１３，９００千円」に、 

「１９，８０３千円」を「１７，９２５千円」に、「３１２，０９７千円」

を「２９５，９７５千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のと 

おり補正する。 

（科   目）  （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

          収      入 

 第１款 資本的収入   128,500千円   △3,200千円   125,300千円 
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  第３項 出資金      71,927千円   △4,200千円   67,727千円 

  第４項 補助金      25,666千円     1,000千円    26,666千円 

                        支      出 

 第１款 資本的支出     460,400千円  △21,200千円  439,200千円 

  第１項 建設改良費  286,574千円  △21,200千円   265,374千円 

（他会計からの補助金） 

第５条 予算第９条中「６６，３２４千円」を「４６，３２４千円」に改め 

る。 

 

  令和２年２月２７日 提出 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二    
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議第３４号 

 

令和元年度瑞浪市下水道事業会計補正予算（第３号） 

 

（総則） 

第１条 令和元年度瑞浪市下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定

めるところによる。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 令和元年度瑞浪市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第

３条中収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（科   目）    （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

                       収      入 

 第１款 下水道事業収益  1,183,400千円 △15,900千円 1,167,500千円 

  第２項 営業外収益      637,444千円 △15,900千円   621,544千円 

                       支      出 

 第１款 下水道事業費用  1,177,000千円 △16,300千円 1,160,700千円 

  第１項 営業費用      1,040,005千円 △17,000千円 1,023,005千円 

  第２項 営業外費用      133,677千円    1,500千円   135,177千円 

第３項 特別損失        1,318千円    △800千円       518千円 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第３条 予算第９条に定めた経費の金額を次のとおり改める。 

    （科   目）     （既決予定額） （補正予定額）   （計） 

 （１） 職員給与費        117,054 千円  △1,000 千円   116,054 千円 

（他会計からの補助金） 

第４条 予算第１０条中「３９，８９９千円」を「３７，９９９千円」に改

める。 

 

  令和２年２月２７日 提出 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二    
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議第３５号 

 

令和２年度瑞浪市一般会計予算 

 

 令和２年度瑞浪市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１５，５３３，０００千

円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債 

の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」 

による。 

（一時借入金） 

第４条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１） 各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足

を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の間の流用 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 市 税 ５，２０８，９４０

1 市 民 税 ２，１２４，１００

2 固 定 資 産 税 ２，４３９，０００

3 軽 自 動 車 税 １１５，１００

4 市 た ば こ 税 ２３９，０００

5 鉱 産 税 １０

6 入 湯 税 ７３０

7 都 市 計 画 税 ２９１，０００

2 地 方 譲 与 税 １９１，６００

1 地 方 揮 発 油 譲 与 税 ４７，０００

2 自 動 車 重 量 譲 与 税 １３０，０００

3 森 林 環 境 譲 与 税 １４，６００

3 利 子 割 交 付 金 ５，０００

1 利 子 割 交 付 金 ５，０００

4 配 当 割 交 付 金 ２２，０００

1 配 当 割 交 付 金 ２２，０００

5 株式等譲渡所得割交付金 １４，０００

1 株式等譲渡所得割交付金 １４，０００

6 法 人 事 業 税 交 付 金 ２３，０００

1 法 人 事 業 税 交 付 金 ２３，０００

7 地 方 消 費 税 交 付 金 ８３０，０００

1 地 方 消 費 税 交 付 金 ８３０，０００

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 １７０，０００

1 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 １７０，０００

9 環 境 性 能 割 交 付 金 ２４，０００

1 環 境 性 能 割 交 付 金 ２４，０００

10 地 方 特 例 交 付 金 ３０，０００

1 地 方 特 例 交 付 金 ３０，０００

11 地 方 交 付 税 ２，９００，０００

1 地 方 交 付 税 ２，９００，０００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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(単位：千円)

款 項 金　　額

12 交通安全対策特別交付金 ４，０００

1 交通安全対策特別交付金 ４，０００

13 分 担 金 及 び 負 担 金 ３６，７５２

1 分 担 金 ９，２３１

2 負 担 金 ２７，５２１

14 使 用 料 及 び 手 数 料 ３４３，５３６

1 使 用 料 １７７，８４２

2 手 数 料 １６５，６９４

15 国 庫 支 出 金 １，９７０，５５１

1 国 庫 負 担 金 １，１０７，５５１

2 国 庫 補 助 金 ８５６，３８５

3 委 託 金 ６，６１５

16 県 支 出 金 ９８４，００９

1 県 負 担 金 ５５１，８４０

2 県 補 助 金 ３３５，２２５

3 委 託 金 ９６，９４４

17 財 産 収 入 １０１，７５５

1 財 産 運 用 収 入 ９０，１８４

2 財 産 売 払 収 入 １１，５７１

18 寄 附 金 ８０，１１０

1 寄 附 金 ８０，１１０

19 繰 入 金 １，００９，３７６

1 基 金 繰 入 金 ９７１，１３２

2 財 産 区 繰 入 金 ３８，２４４

20 繰 越 金 １００，０００

1 繰 越 金 １００，０００

21 諸 収 入 ２７３，８７１

1 延滞金、加算金及び過料 ５，９１３

2 市 預 金 利 子 ２

3 貸 付 金 元 利 収 入 １０４，７４９

4 雑 入 １６３，２０７
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(単位：千円)

款 項 金　　額

22 市 債 １，２１０，５００

1 市 債 １，２１０，５００

自 動 車 取 得 税 交 付 金 ０

自 動 車 取 得 税 交 付 金 ０

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 １５，５３３，０００
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 議 会 費 １７４，５７９

1 議 会 費 １７４，５７９

2 総 務 費 １，６３５，１２４

1 総 務 管 理 費 １，２７１，７２１

2 徴 税 費 １９０，１８８

3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 １１３，１７３

4 選 挙 費 ２７，７５３

5 統 計 調 査 費 ２４，０９９

6 監 査 委 員 費 ８，１９０

3 民 生 費 ４，８４２，５６３

1 社 会 福 祉 費 ２，６９１，７４５

2 児 童 福 祉 費 １，９３７，４２５

3 生 活 保 護 費 ２１２，８９３

4 災 害 救 助 費 ５００

4 衛 生 費 １，７０４，４８５

1 保 健 衛 生 費 ３８０，９０８

2 清 掃 費 １，２３１，２０８

3 環 境 費 ９２，３６９

5 労 働 費 １４，９８２

1 労 働 諸 費 １４，９８２

6 農 林 水 産 業 費 ３５６，４９２

1 農 業 費 ３０５，８４２

2 林 業 費 ５０，６５０

7 商 工 費 ６７７，００３

1 商 工 費 ６７７，００３

8 土 木 費 １，２１４，７５５

1 土 木 管 理 費 ４５，３７１

2 道 路 橋 梁 費 ６９７，１０２

3 河 川 費 １１２，７８２

4 都 市 計 画 費 ２５６，６５７

5 住 宅 費 １０２，８４３

-78-



(単位：千円)

款 項 金　　額

9 消 防 費 ８４１，８８１

1 消 防 費 ８４１，８８１

10 教 育 費 １，８１９，７８４

1 教 育 総 務 費 ２９０，９４７

2 小 学 校 費 ２１８，７５１

3 中 学 校 費 ４７８，９９０

4 幼 稚 園 費 ２１１，６７３

5 社 会 教 育 費 ３７５，９８９

6 保 健 体 育 費 ２４３，４３４

11 災 害 復 旧 費 １５，８２０

1 農林水産業施設災害復旧費 １５，８２０

土 木 施 設 災 害 復 旧 費 ０

12 公 債 費 １，６３４，０９０

1 公 債 費 １，６３４，０９０

13 諸 支 出 金 ５８１，４４２

1 公 営 企 業 費 ５８１，４４２

14 予 備 費 ２０，０００

1 予 備 費 ２０，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 １５，５３３，０００

-79-



第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

移 住 定 住 促 進 奨 励 金
（ 令 和 ２ 年 度 決 定 分 ）

令 和 ３ 年 度 か ら
令 和 ６ 年 度 ま で

瑞 浪 市 移 住 促 進
奨 励 金 交 付 規 則
第 ４ 条 の 規 定 に よ る 額

移 住 促 進 奨 励 金
（ 令 和 ２ 年 度 決 定 分 ）

令 和 ３ 年 度 か ら
令 和 ４ 年 度 ま で

瑞 浪 市 移 住 促 進
奨 励 金 交 付 規 則
第 ４ 条 の 規 定 に よ る 額

三世代同居 ・近 居世 帯定 住奨 励金
（ 令 和 ２ 年 度 決 定 分 ）

令 和 ３ 年 度 か ら
令 和 ６ 年 度 ま で

瑞浪市三世代同居・近居世帯
定 住 奨 励 金 交 付 規 則
第 ５ 条 の 規 定 に よ る 額

若者世帯民間賃貸住宅入居奨励金
（ 令 和 ２ 年 度 決 定 分 ）

令 和 ３ 年 度 か ら
令 和 ４ 年 度 ま で

瑞浪市若者世帯民間賃貸住宅
入 居 奨 励 金 交 付規 則 第 ４ 条
及 び 第 ５ 条 の 規 定 に よ る 額

予 防 接 種 委 託 料
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

５７,１９１

医 師 ・ 歯 科 医 師 等 出 務 委 託 料
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

２,６５１

予 防 接 種 ワ ク チ ン 購 入 費
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

２５,６６９

が ん 検 診 等 委 託 料
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

３７,２８７

血 液 検 査 委 託 料
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

２,５２６

企 業 立 地 奨 励 金
（ 令 和 ２ 年 度 指 定 業 者 分 ）

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

瑞 浪 市 企 業 立 地 の 促 進
及び雇用の拡大に関する条例
第 ５ 条 の 規 定 に よ る 額

空 き 店 舗 賃 貸 借 促 進 奨 励 金
（ 令 和 ２ 年 度 決 定 分 ）

令 和 ３ 年 度 か ら
令 和 ４ 年 度 ま で

１,０００

加 知 奨 学 金
（ 令 和 ２ 年 度 決 定 分 ）

令 和 ３ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

１８,０００

奨 学 金
（ 令 和 ２ 年 度 決 定 分 ）

令 和 ３ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

５,４００

瑞 浪 南 中 学 校 ス ク ー ル バ ス
運 行 管 理 業 務 委 託 料

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

７８,０００

総 合 文 化 セ ン タ ー 電 話 機 賃 借 料
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

６０

中 山 道 保 存 活 用 計 画
策 定 業 務 委 託 料

令 和 ３ 年 度 ４,２４２

事 項
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第 ３ 表　　地　方　債

（単位：千円）

起債の方法

12,500

1,500

82,100

2,000

79,100

201,500

4,600

900

17,100 普通貸借

1,400 又は

90,000 証券発行

5,500

22,500

15,600

26,100

15,000

10,400

178,600

4,100

440,000

防 災 行 政 無 線 更 新 事 業

過年農業用施設補助災害復旧事業

狭 あ い 道 路 整 備 等 促 進 事 業

防 災 倉 庫 整 備 事 業

猿 爪 川 浸 水 対 策 事 業

市 営 住 宅 長 寿 命 化 事 業

消 防 車 両 ・ 救 急 車 両 等
更 新 事 業 （ 単 独 ）

消 防 ポ ン プ 自 動 車 等 更 新 事 業

臨 時 財 政 対 策 債

県営急傾斜地崩壊対策負担事業

瑞 浪 恵 那 道 路 整 備 関 連 事 業

論 栃 ３ 号 線 道 路 改 良 事 業

起　  債　  の　  目　  的

不 燃 物 最 終 処 分 場 整 備 事 業

一 般 会 計 出 資 債

混 合 焼 却 施 設 設 備 改 修 事 業

県 営 事 業 負 担 金 事 業
（ 県 営 た め 池 等 整 備 事 業 ）

防 火 水 槽 設 置 事 業

土 岐 橋 架 替 関 連 事 業

償 還 の 方 法

（ただし、利

率見直し方

式で借り入

れる政府資

金 及 び 地

方 公 共 団

体 金 融 機

構 資 金 に

ついて、利

率見直しを

行った後に

おいては、

当該見直し

後の利率）

南 垣 外 北 野 線 道 路 改 良 事 業
年３．０ ％

以　　 内

利 率限　　度　　額

政府資金につ

い て は 、 そ の

融資条件によ

り、銀行その他

の場合には借

入先と協定し、

その条件に従

うものとする。

た だ し 、 市 財

政の都合によ

り据置期間及

び償還期限を

短縮し、もしく

は繰上償還又

は低利に借換

することができ

る。

市 道 等 整 備 交 付 金 事 業
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議第３６号 

 

令和２年度瑞浪市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 

 令和２年度瑞浪市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定めると

ころによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５４２，１００千円と定

める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（一時借入金） 

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５０，０００千円と定める。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 ３９１，３８７

1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 ３９１，３８７

2 使 用 料 及 び 手 数 料 ４５

1 手 数 料 ４５

3
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 支 出 金

１３，９８４

1 委 託 金 １３，９８４

4 繰 入 金 １３５，８４４

1 一 般 会 計 繰 入 金 １３５，８４４

5 繰 越 金 １００

1 繰 越 金 １００

6 諸 収 入 ７４０

1 延滞金、加算金及び過料 ４０

2 雑 入 ７００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ５４２，１００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 総 務 費 １４，０３３

1 総 務 管 理 費 １１，８６２

2 徴 収 費 ２，１７１

2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

５１２，８８３

1
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

５１２，８８３

3 保 健 事 業 費 １３，９８４

1 健 康 保 持 増 進 事 業 費 １３，９８４

4 諸 支 出 金 ７００

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ７００

5 予 備 費 ５００

1 予 備 費 ５００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ５４２，１００
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

７０

情 報 処 理 業 務 委 託 料 （ 単 価 契 約 ）
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

１,２７０

事 項
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議第３７号 

 

令和２年度瑞浪市国民健康保険事業特別会計予算 

 

 令和２年度瑞浪市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，４９７，０００千円

と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（一時借入金） 

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５０，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第４条 法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけ

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 国 民 健 康 保 険 料 ６１１，０９０

1 一般被保険者国民健康保険料 ６１０，９３０

2
退 職 被 保 険 者 等
国 民 健 康 保 険 料

１６０

2 使 用 料 及 び 手 数 料 ３００

1 手 数 料 ３００

3 県 支 出 金 ２，５４５，３０９

1 県 補 助 金 ２，５４５，３０９

4 財 産 収 入 ２５３

1 財 産 運 用 収 入 ２５３

5 繰 入 金 ３２８，１００

1 一 般 会 計 繰 入 金 ２６２，１００

2 基 金 繰 入 金 ６６，０００

6 繰 越 金 １０，０００

1 繰 越 金 １０，０００

7 諸 収 入 １，９４８

1 雑 入 １，９４８

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ３，４９７，０００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 総 務 費 ６８，６６６

1 総 務 管 理 費 ６８，６６６

2 保 険 給 付 費 ２，４９７，３６１

1 療 養 諸 費 ２，１９１，１４５

2 高 額 療 養 費 ２９２，６１０

3 移 送 費 １００

4 任 意 給 付 費 １３，５０６

3 国民健康保険事業費納付金 ８９４，２００

1 医 療 給 付 費 分 ６１３，２００

2 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 ２１１，６００

3 介 護 納 付 金 分 ６９，４００

4 保 健 事 業 費 ２７，７４３

1 保 健 事 業 費 ５，６３３

2 特 定 健 康 診 査 等 事 業 費 ２２，１１０

5 基 金 積 立 金 ２５３

1 基 金 積 立 金 ２５３

6 諸 支 出 金 ４，７７７

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ４，７７７

7 予 備 費 ４，０００

1 予 備 費 ４，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ３，４９７，０００
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

１０７

情 報 処 理 業 務 委 託 料 （ 単 価 契 約 ）
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

１０,４００

国 保 デ ー タ ベ ー ス
シ ス テ ム 保 守 委 託 料

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

３００

過 誤 調 整 ・ 歯 科 レ セ プ ト
点 検 委 託 料

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

２,２００

事 項

-89-



議第３８号 

 

令和２年度瑞浪市介護保険事業特別会計予算 

 

 令和２年度瑞浪市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，４６７，２００千円

と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（一時借入金） 

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５０，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第４条 法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけ

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

  令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 保 険 料 ６８５，７９４

1 介 護 保 険 料 ６８５，７９４

2 使 用 料 及 び 手 数 料 ７０

1 手 数 料 ７０

3 国 庫 支 出 金 ８０２，２５５

1 国 庫 負 担 金 ５７８，１４６

2 国 庫 補 助 金 ２２４，１０９

4 支 払 基 金 交 付 金 ８９２，８０４

1 支 払 基 金 交 付 金 ８９２，８０４

5 県 支 出 金 ４８４，６９２

1 県 負 担 金 ４６２，６６０

2 県 補 助 金 ２２，０３２

6 財 産 収 入 ３００

1 財 産 運 用 収 入 ３００

7 繰 入 金 ５９５，１８７

1 一 般 会 計 繰 入 金 ５６２，７５９

2 基 金 繰 入 金 ３２，４２８

8 繰 越 金 ５，０５０

1 繰 越 金 ５，０５０

9 諸 収 入 １，０４８

1 延滞金、加算金及び過料 １０

2 預 金 利 子 １０

3 雑 入 １，０２８

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ３，４６７，２００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 総 務 費 １０５，０４６

1 総 務 管 理 費 ５８，７４６

2 徴 収 費 ５，３９０

3 介 護 認 定 審 査 会 費 ４０，７１５

4 趣 旨 普 及 費 １９５

2 保 険 給 付 費 ３，２０２，４９０

1 介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費 ２，９８５，９４０

2 介護予防サービス等諸費 ５６，８３０

3 そ の 他 諸 費 ２，４００

4 高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費 ５５，３００

5 特定入所者介護サービス等費 ９４，１２０

6
高 額 医 療 合 算
介 護 サ ー ビ ス 等 費

７，９００

3 基 金 積 立 金 ３００

1 基 金 積 立 金 ３００

4 地 域 支 援 事 業 費 １５３，３１４

1
介 護 予 防 ・ 生 活 支 援
サ ー ビ ス 事 業 費

９６，６２９

2 一 般 介 護 予 防 事 業 費 ６，９７８

3 包括的支援事業・任意事業費 ４９，１１４

4 そ の 他 諸 費 ５９３

5 諸 支 出 金 ５，０５０

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ５，０５０

6 予 備 費 １，０００

1 予 備 費 １，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ３，４６７，２００
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

３４４

情 報 処 理 業 務 委 託 料 （ 単 価 契 約 ）
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

３,２００

介 護 事 業 適 正 化 支 援 事 業 委 託 料
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

３,４３２

認 定 調 査 委 託 料
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

４,０００

訪 問 型 サ ー ビ ス Ａ 業 務 委 託 料
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

２,０００

介 護 予 防 教 室 委 託 料
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

２,０００

歯 科 医 師 出 務 委 託 料
（ 高 齢 者 介 護 予 防 ）

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

５００

さ わ や か 運 動 教 室 委 託 料
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

１,５００

理 学 療 法 士 委 託 料
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

１００

さ さ エ ー ル ポ イ ン ト 事 業 委 託 料
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

１,５００

生 活 支 援 コ ー デ ィ ネ ー タ ー
業 務 委 託 料

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

３,５００

認 知 症 初 期 集 中 支 援 事 業
医 師 派 遣 業 務 委 託 料 （ 単 価 契 約 ）

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

１００

配 食 サ ー ビ ス 業 務 委 託 料
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

４,０００

在 宅 老 人 短 期 入 所 委 託 料
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

２５０

徘 徊 高 齢 者
位 置 確 認 業 務 委 託 料

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

１００

在宅歯科医療連携窓口設置委託料
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

２５０

事 項
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議第３９号 

 

令和２年度瑞浪市駐車場事業特別会計予算 

 

 令和２年度瑞浪市の駐車場事業特別会計の予算は、次に定めるところによ

る。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４１，７００千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（一時借入金） 

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、１０，０００千円と定める。 

 

令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 使 用 料 及 び 手 数 料 ４０，９８８

1 使 用 料 ４０，９８８

2 繰 越 金 ７００

1 繰 越 金 ７００

3 財 産 収 入 １２

1 財 産 運 用 収 入 １２

繰 入 金 ０

基 金 繰 入 金 ０

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ４１，７００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 駐 車 場 事 業 費 ３０，１２１

1 駐 車 場 管 理 費 ３０，１２１

2 公 債 費 １１，０６７

1 公 債 費 １１，０６７

3 基 金 積 立 金 １２

1 基 金 積 立 金 １２

4 予 備 費 ５００

1 予 備 費 ５００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ４１，７００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

８０

駅 北 駐 車 場 等 管 理 業 務 委 託 料
（ 清 掃 業 務 ）

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

１,５００

駅 北 駐 車 場 等 管 理 業 務 委 託 料
（ 料 金 収 納 ・ 監 視 業 務 ）

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

６７０

浪 花 駐 車 場 管 理
機 器 保 守 点 検 業 務 委 託 料

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ３ 年 度 ま で

６１０

事 項
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議第４０号 

 

令和２年度瑞浪市水道事業会計予算 

  

（総則） 

第１条 令和２年度瑞浪市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 給水件数                  １４，９００件 

（２） 年間総配水量             ４，５００，０００㎥ 

（３） 一日平均配水量               １２，３００㎥ 

（４） 主要な建設改良事業 

ア 緊急時給水拠点確保事業          １２４，０００千円 

イ 配水設備改良事業             １４１，５００千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収      入 

第１款 水道事業収益            １，１６１，０００千円 

第１項 営業収益               ９４６，９９０千円 

第２項 営業外収益              ２１４，０１０千円 

支      出 

第１款 水道事業費用            １，１４３，８００千円 

  第１項 営業費用             １，１０７，２４１千円 

  第２項 営業外費用               ３２，４４４千円 

  第３項 特別損失                   １１５千円 

  第４項 予備費                  ４，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入

額が資本的支出額に対し不足する額３２８，４００千円は、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額１８，１８３千円及び過年度分損益勘

定留保資金３１０，２１７千円で補填するものとする。）。 
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収      入 

 第１款 資本的収入               １１８，１００千円 

第１項 工事負担金               １５，０００千円 

第２項 分担金                 ２２，４６８千円 

第３項 出資金                 ５２，６３２千円 

第４項 補助金                 ２８，０００千円 

支      出 

第１款 資本的支出               ４４６，５００千円 

  第１項 建設改良費              ２７０，７０６千円 

  第２項 企業債償還金             １７５，７９４千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のと

おりと定める。 

（単位：千円） 

事  項 期  間 限 度 額 

指 定 物 品 等 購 入 費 
令 和 ２ 年 度 か ら 

令 和 ３ 年 度 ま で 
２００ 

検 針 業 務 委 託 料 
令 和 ２ 年 度 か ら 

令 和 ３ 年 度 ま で 
７，３００ 

水 質 検 査 等 委 託 料 
令 和 ２ 年 度 か ら 

令 和 ３ 年 度 ま で 
７，５００ 

水 質 検 査 モ ニ タ ー 委 託 料 
令 和 ２ 年 度 か ら 

令 和 ３ 年 度 ま で 
１，０００ 

ハ ン デ ィ タ ー ミ ナ ル 

シ ス テ ム 保 守 料 

令 和 ２ 年 度 か ら 

令 和 ３ 年 度 ま で 
３００ 

ハ ン デ ィ タ ー ミ ナ ル 

機 器 保 守 料 

令 和 ２ 年 度 か ら 

令 和 ３ 年 度 ま で 
１５０ 

配 水 管 事 故 賠 償 責 任 保 険 
令 和 ２ 年 度 か ら 

令 和 ３ 年 度 ま で 
４００ 

Ａ０コピー機機器保守業務 
令 和 ２ 年 度 か ら 

令 和 ３ 年 度 ま で 
２３０ 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額の流用することができる場合は、次の

とおりと定める。 
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（１） 収益的支出 第１款水道事業費用のうち、第 1 項営業費用、第２

項営業外費用及び第３項特別損失に係る項間の流用 

（２） 資本的支出 第１款資本的支出のうち、第１項建設改良費及び第

２項企業債償還金に係る項間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の

金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

議会の議決を経なければならない。 

 （１） 職員給与費                ４３，７５６千円 

（他会計からの補助金） 

第９条 政策的事由による水道拡張事業経費等負担のため一般会計からこの

会計へ補助を受ける金額は、４５，２３６千円である。 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、３，０００千円と定める。 

 

令和２年２月２７日 提出 

    

                   瑞浪市長 水 野 光 二    
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議第４１号 

 

令和２年度瑞浪市下水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和２年度瑞浪市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによ

る。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 処理区域内水洗化人口            ２６，６００人 

（２） 年間総処理水量             ３，８２０，０００㎥ 

（３） 一日平均処理水量               １０，５００㎥ 

（４） 主要な建設改良事業 

ア 公共下水道管渠布設事業          １６５，２６３千円 

イ 公共下水道管渠長寿命化事業         ９０，０００千円 

ウ ポンプ場整備事業              ８６，０００千円 

エ 浄化センター整備事業            １８，９８４千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収      入 

第１款 下水道事業収益           １，１８７，９００千円 

第１項 営業収益               ５５１，２５５千円 

第２項 営業外収益              ６３６，６４５千円 

支      出 

第１款 下水道事業費用           １，１７２，９００千円 

  第１項 営業費用             １，０５３，６６２千円 

  第２項 営業外費用              １１６，５７８千円 

  第３項 特別損失                   ６６０千円 

  第４項 予備費                  ２，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入
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額が資本的支出額に対し不足する額３３１，０００千円は、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額１８，６３６千円及び損益勘定留保資

金３１２，３６４千円で補填するものとする。）。 

収      入 

 第１款 資本的収入               ５８０，３００千円 

第１項 企業債                ２０２，０００千円 

第２項 負担金                 １１，１００千円 

第３項 出資金                ２１８，９００千円 

第４項 補助金                １４８，３００千円 

支      出 

第１款 資本的支出               ９１１，３００千円 

  第１項 建設改良費              ３７０，８６９千円 

  第２項 企業債償還金             ５４０，４３１千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のと

おりと定める。 

（単位：千円） 

事  項 期  間 限 度 額 

指 定 物 品 等 購 入 費 
令和２年度から 
令和３年度まで 

１５５ 

水洗便所等改造資金利子補給 
（ 令 和 ３ 年 度 分 ） 

令和２年度から 
令和６年度まで 

１４６ 

マ ン ホ ー ル ポ ン プ 
点 検 ・ 清 掃 業 務 委 託 料 

令和２年度から 
令和３年度まで 

５，０００ 

脱水ケーキ処理業務委託料 
令和２年度から 
令和３年度まで ５８，４００ 

薬 品 購 入 費 
令和２年度から 
令和３年度まで １６，２００ 

測 定 検 査 業 務 委 託 料 
令和２年度から 
令和３年度まで 

１，９００ 

大 湫 処 理 施 設 
維 持 管 理 業 務 委 託 料 

令和２年度から 
令和３年度まで 

４，５００ 

大 湫 ク リ ー ン セ ン タ ー 
汚 泥 引 抜 業 務 委 託 料 

令和２年度から 
令和３年度まで 

９００ 
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（企業債） 

第６条 企業債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次の

とおりと定める。 

 （単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

下 水 道 事 業 202,000 

普通貸借 

又は 

証券発行 

年３．０％以内 

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる政府資金及び

地方公共団体金融

機構資金について、

利率見直しを行っ

た後においては、

当該見直し後の利

率） 

 政府資金について

は、その融資条件に

より、銀行その他の

場合には借入先と協

定し、その条件に従

うものとする。ただ

し、企業財政の都合

により据置期間及び

償還期限を短縮し、

もしくは繰上償還又

は低利に借換するこ

とができる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額の流用することができる場合は、次の

とおりと定める。 

 （１） 収益的支出 第１款下水道事業費用のうち、第１項営業費用、第

２項営業外費用及び第３項特別損失に係る項間の流用 

 （２） 資本的支出 第１款資本的支出のうち、第１項建設改良費及び第

２項企業債償還金に係る項間の流用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の

金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

議会の議決を経なければならない。 

 （１） 職員給与費               １１４，８７７千円 

 （他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受け

る金額は、４６，４２７千円である。 
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令和２年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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